
 
 
 
 
 
 

統計法令に基づく統計調査の承認及び届出の状況 

 

 
 

平 成 2 6 年 1 0 月 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

総 務 省 政 策 統 括 官 （ 統 計 基 準 担 当 ） 

 
 
 
 



目     次 

 

 

１ 統計調査の承認等の状況（総括表） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥1 

基幹統計調査の承認 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥1 

一般統計調査の承認 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥2 

届出統計調査の受理 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥3 

２ 基幹統計調査の承認 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥5 

国勢調査（平成２６年承認）（総務省） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥5 

３ 一般統計調査の承認 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥6 

医薬品・医療機器産業実態調査（平成２６年承認）（厚生労働省） ‥‥‥‥‥‥‥6 

雇用均等基本調査（平成２６年承認）（厚生労働省） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥8 

水産物流通調査（平成２６年承認）（農林水産省・水産庁） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥11 

食品産業企業設備投資動向調査（平成２６年承認）（農林水産省） ‥‥‥‥‥‥‥13 

情報処理実態調査（平成２６年承認）（経済産業省） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥15 

空家実態調査（平成２６年承認）（国土交通省） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥16 

無医地区等調査（平成２６年承認）（厚生労働省） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥17 

無歯科医地区等調査（平成２６年承認）（厚生労働省） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥18 

４ 届出統計調査の受理 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥19 

(1) 新規 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥19 

消費生活に関する県民意識調査（平成２６年届出）（鳥取県） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥19 

ものづくり中小企業の立地戦略に関する調査（平成２６年届出）（東京都） ‥‥‥20 

産前・産後ケアに関するアンケート調査（平成２６年届出）（鳥取県） ‥‥‥‥‥21 

女性活躍加速化アンケート調査（平成２６年届出）（鳥取県） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥22 

北九州市八幡西区黒崎地区における横断歩道橋利用状況調査（平成２６年届出）（北 

九州市） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥23 

ファッション産業における中小企業の海外展開に関する調査（平成２６年届出）（東 

京都） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥24 

伝統工芸品産業における中小企業の海外展開に関する調査（平成２６年届出）（東京 

都） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥25 

若い世代の生活と意識に関するアンケート調査（平成２６年届出）（京都府） ‥‥27 

児童虐待事例調査（平成２６年届出）（奈良県） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥28 

平成２６年度福岡市女性労働実態調査（平成２６年届出）（福岡市） ‥‥‥‥‥‥29 



Ｕ・Ｉターン意識調査（平成２６年届出）（北九州市） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥30 

北九州市内の風力発電関連機器製造拠点を持つ企業へのアンケート調査（平成２６年 

届出）（北九州市） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥32 

東田地区歩行者横断に関するアンケート（平成２６年届出）（北九州市） ‥‥‥‥33 

消費者行政に関する県民意識調査（平成２６年届出）（佐賀県） ‥‥‥‥‥‥‥‥34 

栃木県訪県外国人動向調査（平成２６年届出）（栃木県） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥35 

県内中小企業等における女性の活躍実態調査（平成２６年届出）（千葉県） ‥‥‥36 

大阪湾ベイエリア製造事業所実態調査（平成２６年届出）（兵庫県） ‥‥‥‥‥‥37 

産業労働計画策定基礎調査（平成２６年届出）（愛知県） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥38 

消費者教育に関する教育機関への実態調査（平成２６年届出）（鳥取県） ‥‥‥‥39 

鳥取県に関するイメージ調査（平成２６年届出）（鳥取県） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥40 

 (2) 変更 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥41 

青森県ひとり親世帯等実態調査（平成２６年届出 ２回目）（青森県） ‥‥‥‥41 

産業廃棄物経年変化実態調査（平成２６年届出）（東京都） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥42 

大気汚染物質排出量総合調査（平成２６年届出）（広島市） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥44 

県民の運動・スポーツに関する意識・実態調査（平成２６年届出）（鳥取県） ‥‥45 

県民栄養調査（身体状況調査、栄養摂取状況調査、生活習慣調査）（平成２６年届出 

）（山梨県） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥46 

中小企業景況調査 （平成２６年届出 ２回目）（愛知県） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥48 

都内外資系企業基礎調査（平成２６年届出 ２回目）（東京都） ‥‥‥‥‥‥‥‥49 

 
〔利用上の注意〕 

１ 「統計法令に基づく統計調査の承認及び届出の状況」（以下、「本月報」という。）中で「指

定統計」とは、改正前の統計法（昭和 22 年法律第 18 号。以下「旧統計法」という。）第２

条の規定に基づき、総務大臣が指定した統計をいう。 

２ 本月報中で「指定統計調査」とは、旧統計法下において、指定統計を作成するために行

われた統計調査をいう。 

３ 本月報中で「承認統計調査」とは、改正後の統計法（平成 19 年法律第 53 号。以下「新

統計法」という。）により廃止された統計報告調整法（昭和 27 年法律第 148 号）の規定に

基づく総務大臣の承認を受けて実施された「統計報告の徴集」の通称をいう。 

４ 本月報中で「届出統計調査」とは、旧統計法下にあっては、第８条に基づき総務大臣に

届けられた統計調査をいい、新統計法下にあっては、第 24 条第１項又は第 25 条に基づき

総務大臣に届けられた統計調査をいう。 

５ 本月報中で「基幹統計」とは、新統計法第２条第４項に規定する統計をいう。旧統計法

下の指定統計のうち、新統計法施行の段階（平成 21 年４月１日）で引き続き作成されてい

たものについては、基幹統計に移行している。 



６ 本月報中で「基幹統計調査」とは、基幹統計を作成するために行われた統計調査をいう。 

７ 本月報中で「一般統計調査」とは、国の行政機関が行う統計調査のうち、基幹統計調査

以外のものをいう。 

８ 本月報中の目次等における調査名の後ろの「平成◇年承認」「平成◇年届出」については、

本月報の編集に係るシステム管理上、付記しているものである。 
 
 



 

○基幹統計調査の承認 

 

統計調査の名称 実 施 者 主 な 承 認 事 項 承認年月日 

国 勢 調 査 総 務 大 臣 

承認事項の変更 

① 報告を求める事項 

居住状況に関し「現在

の 住 居 に お け る 居 住 期

間」及び「５年前の住居

の所在地」を追加  等 

②  報告を求めるために用

いる方法 

オンライン調査を全国

展開するとともに、スマ

ートフォンにも対応する

オンライン調査システム

を構築する。 

また、紙の調査票の配

布に先行して、オンライ

ン調査の回答期間を設定

する方式（オンライン先

行方式）により、調査を

実施する。 

さらに、報告者から調

査員への調査票の提出方

法に関し、調査票を封筒

に入れ密封した形で提出

する全封入方式から、封

入するか否かは報告者の

判断に委ねる任意封入方

式に変更する。   等 

③  調査結果の公表期日の

早期化 

調査実施から結果の公

表までの期間を前回調査

では、３年１か月であっ

たものを２年３か月に早

期化 

等 

H26.10.23 

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣が承認した基幹統計調査の計画

について、主な内容を掲載したものである。 
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○一般統計調査の承認

承認年月日 統計調査の名称 実施者

H26.10.1 医薬品・医療機器産業実態調査 厚 生 労 働 大 臣

H26.10.3 雇用均等基本調査 厚 生 労 働 大 臣

H26.10.6 水産物流通調査 農 林 水 産 大 臣

H26.10.9 食品産業企業設備投資動向調査 農 林 水 産 大 臣

H26.10.23 情報処理実態調査 経 済 産 業 大 臣

H26.10.23 空家実態調査 国 土 交 通 大 臣

H26.10.27 無医地区等調査 厚 生 労 働 大 臣

H26.10.27 無歯科医地区等調査 厚 生 労 働 大 臣

 注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣が承認した一般統計調査について掲載したものである。
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（１）　新　規

受理年月日 統計調査の名称 実施者

H26.10.2 消費生活に関する県民意識調査 鳥 取 県 知 事

H26.10.6 ものづくり中小企業の立地戦略に関する調査 東 京 都 知 事

H26.10.6 産前・産後ケアに関するアンケート調査 鳥 取 県 知 事

H26.10.6 女性活躍加速化アンケート調査 鳥 取 県 知 事

H26.10.6 北九州市八幡西区黒崎地区における横断歩道橋利用状況調査 北 九 州 市 長

H26.10.7 ファッション産業における中小企業の海外展開に関する調査 東 京 都 知 事

H26.10.7 伝統工芸品産業における中小企業の海外展開に関する調査 東 京 都 知 事

H26.10.7 若い世代の生活と意識に関するアンケート調査 京 都 府 知 事

H26.10.10 児童虐待事例調査 奈 良 県 知 事

H26.10.10 平成26年度福岡市女性労働実態調査 福 岡 市 長

H26.10.14 Ｕ・Ｉターン意識調査 北 九 州 市 長

H26.10.14
北九州市内の風力発電関連機器製造拠点を持つ企業へのアン
ケート調査

北 九 州 市 長

H26.10.17 東田地区歩行者横断に関するアンケート 北 九 州 市 長

H26.10.20 消費者行政に関する県民意識調査 佐 賀 県 知 事

H26.10.21 栃木県訪県外国人動向調査 栃 木 県 知 事

H26.10.21 県内中小企業等における女性の活躍実態調査 千 葉 県 知 事

H26.10.27 大阪湾ベイエリア製造事業所実態調査 兵 庫 県 知 事

H26.10.29 産業労働計画策定基礎調査 愛 知 県 知 事

H26.10.30 消費者教育に関する教育機関への実態調査 鳥 取 県 知 事

H26.10.30 鳥取県に関するイメージ調査 鳥 取 県 知 事

○届出統計調査の受理

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣に届け出られた統計調査の受理（新規）について掲載したもの
　　である。
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（２）　変　更

受理年月日 統計調査の名称 実施者

H26.10.6 青森県ひとり親世帯等実態調査 青 森 県 知 事

H26.10.6 産業廃棄物経年変化実態調査 東 京 都 知 事

H26.10.14 大気汚染物質排出量総合調査 広 島 市 長

H26.10.17 県民の運動・スポーツに関する意識・実態調査 鳥 取 県 知 事

H26.10.21
県民栄養調査（身体状況調査、栄養摂取状況調査、生活習慣
調査）

山 梨 県 知 事

H26.10.22 中小企業景況調査 愛 知 県 知 事

H26.10.28 都内外資系企業基礎調査 東 京 都 知 事

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣に届け出られた統計調査の受理（変更）について掲載したもの
　　である。
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○基幹統計調査の承認 

【調査名】 国勢調査（平成２６年承認） 

【承認年月日】 平成２６年１０月２３日 

【実施機関】 総務省統計局統計調査部国勢統計課 

【目 的】 本調査は、統計法（平成１９年法律第５３号）第５条第２項の規定に基づき、

国勢統計（法第２条第４項第１号に規定する基幹統計）を作成し、国内の人及び

世帯の実態を把握し、各種行政施策その他の基礎資料を得ることを目的する。 

【調査の構成】 １－国勢調査 調査票 

【公 表】 インターネットへの掲載又は結果表を閲覧に供する方法（集計区分に応じ、

集計の完了したものから順次公表）、官報に公示（人口速報集計による全国・都

道府県・市区町村別の人口総数：調査実施年の翌年２月末まで、人口等基本集計

による全国・都道府県・市区町村別の人口総数及び世帯数：調査実施年の翌年１

０月末まで） 

※ 

【調査票名】 １－国勢調査 調査票 

【調査対象】 （地域）全国（総務省令で定める島を除く） （単位）世帯 （属性）本

邦に常住する者（ただし、外国政府の外交使節団・領事機関の構成音（随員

やその家族を含む。）及び外国軍隊の軍人・軍属とその家族は除く。） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１２８００００００（約５２００万世帯） （配

布）調査員 （取集）調査員・郵送・オンライン （記入）併用 （把握時）

調査実施年の１０月１日午前零時現在 （系統）総務省－都道府県－市町村

－指導員－調査員（又は民間事業者）－世帯 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）調査実施年の９月１０日～１０月２０日 

【調査事項】 ア．氏名、イ．男女の別、ウ．出生の年月、エ．世帯主との続柄、オ．配

偶の関係、カ．国籍、キ．現在の住居における居住期間、ク．５年前の住居

の所在地、ケ．在学、卒業等教育の状況、コ．就業状態、サ．所属の事業所

の名称及び事業の種類、シ．仕事の種類、ス．従業上の地位、セ．従業地又

は通学地、ソ．従業地又は通学地までの利用交通手段、タ．世帯の種類、チ．

世帯員の数、ツ．住居の種類、テ．住宅の床面積、ト．住宅の建て方（タ「世

帯の種類」及びト「住宅の建て方」については、調査員による他計報告（オ

ンライン調査システムを利用して報告する場合を除く。）） 
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○一般統計調査の承認 

【調査名】 医薬品・医療機器産業実態調査（平成２６年承認） 

【承認年月日】 平成２６年１０月１日 

【実施機関】 厚生労働省医政局経済課 

【目 的】 本調査は、医薬品製造販売業及び卸売業並びに医療機器製造販売業及び卸売

業の経営実態等を把握し、医薬品産業及び医療機器産業の健全な発展に必要な施

策を講ずるための基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－医薬品製造販売業調査票 ２－医薬品卸売業調査票 ３－医療機器

製造販売業調査票 ４－医療機器卸売業調査票 

【公 表】 「調査結果報告書」及びＨＰにて公表（調査年翌年３月） 

※ 

【調査票名】 １－医薬品製造販売業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）調査年３月３１日現在において、

日本製薬団体連合会の業態別１４団体に所属し、かつ薬事法の規定に基づき

医薬品の製造販売業の許可を受けて医薬品を製造販売する企業 （抽出枠）

日本製薬団体連合会の業態別１４団体の所属企業会員名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４５６ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）調査年前年度決算期末 （系統）厚生労働省－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査年１０月 

【調査事項】 １．会社の概要 （１）資本金、（２）資本金上の区分、（３）従業者の状

況、２．経営成績及び財政状態 （１）損益計算書項目及び貸借対照表項目，

（２）セグメント情報、３．研究開発費及び設備投資 （１）医薬品事業に

係る研究開発費、（２）医薬品事業に係る設備投資、４．パイプラインの状

況、５．後発医薬品のある先発医薬品の売上高、６．販売先別の医療用医薬

品売上高、７．事業継続計画 （１）事業継続計画の策定、（２）事業継続

計画の内容 

※ 

【調査票名】 ２－医薬品卸売業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）調査年３月３１日現在において、

（一社）日本医薬品卸業連合会及び（一社）日本ジェネリック医薬品販社協

会に所属し、かつ薬事法の規定に基づき医薬品の卸売販売業の許可を受けて

医薬品を販売する企業 （抽出枠）（一社）日本医薬品卸業連合会及び（一

社）日本ジェネリック医薬品販社協会の所属企業会員名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１７０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）調査年前年度決算期末 （系統）厚生労働省－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査年１０月 
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【調査事項】 １．会社概要 （１）資本金、（２）従業員の状況、２．経営成績及び財

政状況 （１）損益計算書項目及び賃借対照表項目、（２）セグメント情報、

３．事業継続計画（１）事業継続計画の策定、（２）事業継続計画の内容 

※ 

【調査票名】 ３－医療機器製造販売業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位） （属性）調査年３月３１日現在において、（一

社）日本医療機器産業連合会加盟１９団体に所属し、かつ薬事法の規定に基

づき医療機器の製造販売業の許可を受けて医療機器を製造販売する者 （抽

出枠）（一社）日本医療機器産業連合会加盟１９団体の所属企業会員名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８４４ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）調査年前年度決算期末 （系統）厚生労働省－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査年１０月 

【調査事項】 １．会社の概要 （１）資本金、（２）資本上の区分、（３）従業者の状況、

２．経営成績及び財政状態、３．医療機器売上高の状況 （製品区分別、国

内製品・輸入製品別、国内・海外別）、４．事業所の状況、５．研究開発費

及び設備投資 （１）医療機器事業に係る研究開発費、（２）医療機器事業

に係る設備投資、６．事業継続計画 （１）事業継続計画の策定（２）事業

継続計画の内容 

※ 

【調査票名】 ４－医療機器卸売業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）調査年３月３１日現在において、

（一社）日本医療機器販売業協会に所属し、かつ薬事法の規定に基づき医療

機器の販売業の許可等を受けて医療機器を販売する者 （抽出枠）（一社）

日本医療機器販売業協会会員名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１６７ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）調査年前年度決算期末 （系統）厚生労働省－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査年１０月 

【調査事項】 １．会社概要 （１）経営組織、（２）資本金、（３）医療機器販売業関係

従業者数、（４）仕入方法、（５）兼業の状況、（６）事業所状況、２．医療

機器の販売先状況等、３．売上高状況等、４．仕入の状況、５．決算状況、

６．事業継続計画 （１）事業継続計画の策定、（２）事業継続計画の内容  
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【調査名】 雇用均等基本調査（平成２６年承認） 

【承認年月日】 平成２６年１０月３日 

【実施機関】 厚生労働省雇用均等・児童家庭局雇用均等政策課 

【目 的】 本調査は、男女の雇用均等問題に係る雇用管理の実態を把握することを目的

とする。 

【沿 革】 本調査は、昭和６１年度に「女子雇用管理調査」として調査を開始して以来、

平成１８年度（昭和６３年度から「女子雇用管理基本調査」、平成９年度から「女

性雇用管理基本調査」に名称変更）まで、主要産業における女性労働者の雇用管

理の実態等を総合的に把握することを目的として毎年実施していたが、「雇用の

分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律」（昭和４７年法

律第１１３号）の改正（平成１９年４月施行）に伴い、平成１９年度から、男女

の雇用均等問題に係る雇用管理の実態を把握するための調査として、「雇用均等

基本調査」に名称変更して毎年実施されている。また、本調査は、昭和６１年度

の調査開始以来、３つのテーマ（１）企業を対象とした女性雇用管理の実施状況、

（２）事業所を対象とした育児・介護休業制度等の実施状況、（３）事業所を対

象とした母性保護等の実施状況を年次ローテーション方式により実施された。し

かし、平成２１年度の調査実施に当たり、ポジティブ・アクションの取組企業割

合が女性の継続就業や能力開発支援策の目標値として、また、育児休業取得率が

仕事と家庭の両立支援策の目標値として掲げられたことから、これら施策の目標

達成年次までの実態を毎年把握することが求められた。その結果、従前の年次ロ

ーテーションによる調査体系の見直しを行い、ポジティブ・アクションの取組状

況を毎年把握する企業調査と、育児休業の取得状況を毎年把握する事業所調査が

同時に実施されることとなった。 

【調査の構成】 １－企業票 ２－事業所票 

【公 表】 インターネット及び印刷物（概要：調査実施年の翌年７月、詳細：調査実施

年の翌年１２月） 

【備 考】 今回の変更は、調査期間等である。 

※ 

【調査票名】 １－企業票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類に掲げる次の大

分類に属し、常用労働者を１０人以上雇用している民営企業。「鉱業，採石

業，砂利採取業」、「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情

報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、「不

動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食

サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業（ただし、生活関連サービス業

のうち家事サービス業を除く。）」、「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、「複
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合サービス事業」、「サービス業（他に分類されないもの）（外国公務を除く。）」 

（抽出枠）事業所母集団データベース 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，０００／４２０，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）毎年１０月１日現在（一部

の項目については、調査実施前年の４月１日～調査実施年３月３１日までの

１年間の実績、又は調査実施前々年の１０月１日～調査実施年９月３０日ま

での約２年間の実績） （系統）厚生労働省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月１日～１０月３１日 ただし、平

成２６年に実施する調査においては、１１月７日～１１月２８日とする。 

【調査事項】 １．企業の属性に関する事項（１）企業の名称及び所在地、（２）主な事

業内容又は主要製品、（３）常用労働者数、（４）労働組合の有無、２．女性

の雇用管理に関する事項（１）役職別の登用状況、（２）女性の管理職への

登用を促進するための取組の内容、（３）女性の管理職が少ない又はいない

理由、（４）ポジティブ・アクション（女性の活躍推進）の取組状況、（５）

ポジティブ・アクションを推進することが必要と考える理由、効果があった

と思われる事項、（６）ポジティブ・アクションの取組状況、取組事項又は

取組予定の有無、（７）ポジティブ・アクションに取り組まない理由（注）

上記のうち、毎年度継続して把握する調査事項は、１（１）～（４）、２（４）・

（７） 

※ 

【調査票名】 ２－事業所票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる次の

大分類に属し、常用労働者を５人以上雇用している民営事業所。「鉱業，採

石業，砂利採取業」、「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、

「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、

「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，

飲食サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業（ただし、生活関連サービ

ス業のうち家事サービス業を除く。）」、「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、

「複合サービス事業」、「サービス業（他に分類されないもの）（外国公務を

除く。）」 （抽出枠）事業所母集団データベース 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，０００／１，６１０，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）毎年１０月１日現在（一

部の項目については、調査実施前年の４月１日～調査実施年３月３１日まで

の１年間の実績、又は調査実施前々年の１０月１日～調査実施年９月３０日

までの約２年間の実績） （系統）厚生労働省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月１日～１０月３１日 ただし、平
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成２６年に実施する調査においては、１１月７日～１１月２８日とする。 

【調査事項】 １．事業所の属性に関する事項（１）事業所の名称及び所在地、（２）主

な事業内容又は主要製品、（３）常用労働者数、（４）労働組合の有無、２．

育児・介護休業制度等に関する事項（１）出産者数、配偶者出産者数、うち

有期契約労働者数、育児休業制度の対象となる有期契約労働者数、（２）育

児休業者数、うち有期契約労働者数、（３）育児のための所定労働時間の短

縮措置等制度の有無、内容、最長取得期間、（４）介護休業制度の利用者数、

（５）介護の問題を抱えている従業員の把握、（６）仕事と介護の両立支援

を目的とした取組状況、取組事項、（７）介護を理由とした離職者数、３．

母性健康管理制度に関する事項（１）妊産婦の通院休暇に関する規定の有無

及び内容、（２）妊娠中の通勤緩和の措置に関する規定の有無及び内容、（３）

妊娠中の休憩に関する措置に関する規定の有無及び内容、（４）妊娠中又は

出産後の症状等に対応する措置に関する規定の有無及び内容、（５）母性健

康管理制度を利用した場合の賃金の取扱い、（６）妊娠中又は出産後の症状

等に対応する措置を利用したことによる不就業期間の取扱い、（７）妊産婦

の健康管理に関する相談体制、（８）母性健康管理制度の利用状況、４．短

時間正社員制度に関する事項（１）短時間正社員制度の有無（注）上記のう

ち、毎年度継続して把握する調査事項は、１（１）～（４）、２（１）・（２）

（ただし、有期契約労働者数、育児休業制度の対象となる有期契約労働者数

は除く）、２（３）及び４。  
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【調査名】 水産物流通調査（平成２６年承認） 

【承認年月日】 平成２６年１０月６日 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部生産流通消費統計課消費統計室、水産庁漁政部

加工流通課 

【目 的】 産地水産物用途別出荷量調査票：全国の主要漁港における主要水産物の用途

別出荷量等を調査し、水産物の需給計画、流通施設の改善等を推進するための資

料とすることを目的に実施する。 冷蔵水産物在庫量調査票：全国の冷凍・冷蔵

工場における水産物の入出庫量、在庫量等を調査し、水産物の在庫の動向を明ら

かにして、水産物の需給計画、価格安定対策等を推進するための資料とすること

を目的とする。 水産加工（陸上）調査票：全国の陸上加工経営体における水産

加工品の生産量を調査し、水産加工品の生産動向を明らかにして、水産加工業振

興対策等のための資料とすることを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、昭和３１年から実施。平成１８年分の調査から、水産加工（陸上）

調査票を標本調査化。平成１９年分の調査から、産地水揚量・価格調査（年間）

調査票の調査周期を変更。平成１９年分の調査から、産地水産物流通形態別調査

票及び消費地月別品目調査票を廃止。平成２１年分の調査から、産地水産物用途

別出荷量調査票及び冷蔵水産物在庫量調査票を統計部から水産庁に移管。※平成

２１年分の調査から、産地水揚量・価格に係る調査については、統計調査に該当

しない調査として整理。平成２５年分の調査から、水産加工（陸上）調査票につ

いて、漁業センサス実施年度の調査を休止。 

【調査の構成】 １－産地水産物用途別出荷量調査票 ２－冷蔵水産物在庫量調査票 ３

－水産加工（陸上）調査票 

【公 表】 水産加工（陸上）調査票：印刷物及びホームページ（概要：調査実施年の８

月上旬）、産地水産物用途別出荷量調査票：印刷物及びホームページ（概要：調

査実施年の５月末日、詳細：調査実施年の１２月末日）、 冷蔵水産物在庫量調

査票：印刷物及びホームページ（月報：調査実施月の翌月の末日、年報：調査実

施年の翌年１２月末日） 

※ 

【調査票名】 １－産地水産物用途別出荷量調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）卸売業者、漁業協同組合及び仲

卸業者 （抽出枠）直近の漁業センサス漁業地区名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３２／２，１７７ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）調査実施年の前年の１年間（１月１日～１

２月３１日） （系統）農林水産省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）２月下旬～３月下旬 

【調査事項】 品目別用途別出荷量 
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※ 

【調査票名】 ２－冷蔵水産物在庫量調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）冷凍・冷蔵工場 （抽出枠）直

近の漁業センサス 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）５２７／５，８７０ （配布）郵送 （取

集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）月末在庫量：調査実施月

の前々月末現在、 月間入出庫量：調査実施月の前月の１か月間（１日～末

日） （系統）農林水産省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査実施月の上旬～調査実施月の２０日 

【調査事項】 品目別月末在庫量、月間入出庫量 

※ 

【調査票名】 ３－水産加工（陸上）調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）水産加工品を生産する陸上加工

経営体（加工場又は施設を持たない漁家を除く。） （抽出枠）直近の漁業

センサス 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３，７００／８，５００ （配布）郵送・

調査員 （取集）郵送・調査員・ＦＡＸ・オンライン （記入）併用 （把

握時）調査年の前年の１年間（１月１日～１２月３１日。ただし、当該期間

が漁業センサスの基準となる期間である場合は、本調査を実施しない。） 

（系統）【調査員調査】 配布：農林水産省－地方農政局等－地域センター

－調査員－報告者 回収：報告者－調査員－地域センター－農林水産省【郵

送・ＦＡＸ】  配布：農林水産省－報告者 回収：報告者－地域センター

－農林水産省 【オンライン】  農林水産省－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査員調査：調査年の４月上旬～５月下旬、

往復郵送調査：調査年の４月上旬～５月下旬 

【調査事項】 加工種類別品目別生産量  
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【調査名】 食品産業企業設備投資動向調査（平成２６年承認） 

【承認年月日】 平成２６年１０月９日 

【実施機関】 農林水産省食料産業局企画課 

【目 的】 食料品製造業及び外食産業に属する主要企業の最近の設備投資等の実績及び

計画の実態を迅速に把握することにより，食品産業物資の長期需要に見合った設

備投資の誘導のほか，関連する諸施策の運用に資することを目的とする。 

【調査の構成】 １－食品産業企業設備投資動向調査票（Ａ票） ２－食品産業企業設備

投資動向調査票（Ｂ票） 

【公 表】 ホームページ（ｅ－Ｓｔａｔ）にて調査実施年の８月まで公表する。 （平

成２６年度は平成２７年１月までに公表する。） 

【備 考】 Ｈ１８・３・３１の承認までの調査名は「農林水産関連企業設備投資動向調

査」 

※ 

【調査票名】 １－食品産業企業設備投資動向調査票（Ａ票） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）食料品製造業及び外食産業（１５

業種）を営む資本金１億円以上の企業 （抽出枠）統計法（平成１９年法律

第５３号）第２７条第１項に基づき総務大臣が整備する事業所母集団データ

ベースから作成した調査対象名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出（一部全数） （客体数）３９７／１，４００ （配

布）郵送 （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎年３月

３１日現在 （調査前年の４月１日から３月３１日までの１年間） （系統）

農林水産省－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）６月中旬～７月中旬（平成２６年度は１０月

～１１月） 

【調査事項】 １．企業の概要，２．取得設備投資額及びその内訳（前年度実績，当該年

度の実績，翌年度計画），３．長期資金調達・運用状況（前年度実績，当該

年度の実績，翌年度計画），４．研究開発費（前年度実績，当該年度の実績，

翌年度計画），５．海外直接投資動向 

※ 

【調査票名】 ２－食品産業企業設備投資動向調査票（Ｂ票） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）食料品製造業及び外食産業（１５

業種）を営む資本金１億円以上の企業 （抽出枠）統計法（平成１９年法律

第５３号）第２７条第１項に基づき総務大臣が整備する事業所母集団データ

ベースから作成した調査対象名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出（一部全数） （客体数）３９７／１，４００ （配

布）郵送 （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎年３月
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３１日現在とし、調査前年の４月１日から３月３１日までの一年間 （系統）

農林水産省－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）６月中旬～７月中旬（平成２６年度は１０月

～１１月） 

【調査事項】 １．主要業種における投資目的別取得設備投資額（前年度実績，当該年度

の実績，翌年度計画）  
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【調査名】 情報処理実態調査（平成２６年承認） 

【承認年月日】 平成２６年１０月２３日 

【実施機関】 経済産業省商務情報政策局情報処理振興課 

【目 的】 本調査は、民間企業における情報処理の実態を把握し，ＩＴ施策の基礎資料

を得ることを目的する。 

【沿 革】 昭和４４年から毎年実施されている。（平成２５年は１回限りとされた。） 

【調査の構成】 １－情報処理実態調査票 

【公 表】 ＨＰにて公表（平成２７年６月） 

【備 考】 今回は、調査対象期日及び調査対象期間、調査周期、公表期日の変更である。 

※ 

【調査票名】 １－情報処理実態調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業、事業団体 （属性）外国公務、国家公務、

地方公務、分類不能の産業を除く全産業の企業又は事業団体で、資本金３０

００万円以上かつ総従業者５０人以上の企業又は事業団体 （抽出枠）総務

省統計局の事業所母集団データベースから、業態を製造業、卸・小売業、そ

の他の３区分に総従業者規模階級を５０人～９９人、１００人～２９９人、

３００人～９９９人、１０００人～の４階級にそれぞれ分け、この業態及び

総従業者規模階級を層化基準として無作為抽出する。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１１，９４４／４９，９７０ （配布）

郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）

平成２６年３月３１日現在 （調査対象期間：平成２５年４月１日～平成２

６年３月３１日までの１年間） （系統）経済産業省－民間事業所－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２６年１２月下旬 

【調査事項】 １．企業又は事業団体の概要、２．ＩＴ組織の状況、（１）情報処理要員

の状況，（２）ＣＩＯの選任状況，（３）ＩＴ投資効果の状況、（４）経営に

おけるＩＴの利活用状況、３．ＥＣ（電子商取引）の状況、（１）ＥＣの実

施基盤の利用状況、（２）ＥＣの取引高、４．情報処理関係支出等の状況，（１）

情報処理関係支出の現状、（２）業務領域別にみた情報システムの取り組み

状況、５．情報セキュリティの状況、（１）情報セキュリティの現状、（２）

情報セキュリティの対策状況と対策費用、６．グランド・コンピューティン

グの利用状況、７．スマートフォン及びタブレット端末の業務利用の状況  
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【調査名】 空家実態調査（平成２６年承認） 

【承認年月日】 平成２６年１０月２３日 

【実施機関】 国土交通省住宅局住宅政策課 

【目 的】 本調査は、近年、戸建て住宅を中心に、空き家の管理不全による地域の防災

性・防犯性の低下や居住環境の悪化などの外部不経済（空き家問題）が全国的に

社会問題化していることに鑑み、全国の空き家について実態を把握し、住生活基

本計画（全国計画）における、空き家に関する基本的施策の検討及び空き家対策

に関する指標の設定等に資する基礎資料を得ることを目的とする。 

【沿 革】 平成２６年に、従前の空家実態調査票が、空家実態調査票及び外観調査票に

分割されたが、平成２６年に外観調査票を廃止した。 

【調査の構成】 １－平成２６年空家実態調査 調査票 

【公 表】 刊行物及びホームページにより公表（調査次年度の５月頃を予定） 

【備 考】 調査目的の変更に伴う調査内容の変更である。 

※ 

【調査票名】 １－空家実態調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人、法人、行政機関 （属性）戸建て住宅の空

き家の所有者 （抽出枠）母集団である全国の戸建て空き家を網羅した情報

が存在しないため、擬似的な母集団として、住宅・土地統計調査において空

き家と特定された戸建て住宅を対象とし、住宅・土地統計調査調査区から無

作為に抽出した調査区内に存在する空き家の所有者から報告を求める。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１０，０００／２，９００，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送・その他 （記入）併用 （把握時）調査実施前年

度の１０月１日 （系統）国土交通省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）調査実施次年度の５月頃を予定 

【調査事項】 １．この住宅について、２．住宅の所有者などについて、３．住宅の利用

状況などについて、４．住宅の管理について、５．今後の住宅の利用などに

ついて  
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【調査名】 無医地区等調査（平成２６年承認） 

【承認年月日】 平成２６年１０月２７日 

【実施機関】 厚生労働省医政局地域医療計画課 

【目 的】 本調査は、全国の無医地区等の実態及び医療確保体制の実態を調査し、へき

地保健医療体制の確立を図るため基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－無医地区等調査 調査票 

【公 表】 「へき地保健医療対策検討会報告書」及び厚生労働省ＨＰ及びｅ－Ｓｔａｔ 

（調査年度３月予定） 

※ 

【調査票名】 １－無医地区等調査 調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位） （属性）＂全国の無医地区及び無医地区には該

当しないが、無医地区に準じた医療の確保が必要な地区と各都道府県知事が

判断し、厚生労働大臣に協議できる地区（以下「無医地区に準じる地区」と

いう。）を有する市町村。 

＂ （抽出枠）無医地区及び無医地区に準じる地区を有する市町村 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４００ （配布）オンライン （取集）オンラ

イン （記入）自計 （把握時）調査年度の１０月末 （系統）厚生労働省

－都道府県－市町村 

【周期・期日】 （周期）５年間 （実施期日）調査年度の１０月下旬～１２月下旬 

【調査事項】 無医地区名、メッシュコード、調査対象となる事情、法律適用状況 等  
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【調査名】 無歯科医地区等調査（平成２６年承認） 

【承認年月日】 平成２６年１０月２７日 

【実施機関】 厚生労働省医政局歯科保健課 

【目 的】 本調査は、全国の無歯科医師地区等の実態及び歯科医療確保状況の実態を調

査し、へき地歯科保健医療体制の確立を図るための基礎資料を得ることを目的と

する。 

【調査の構成】 １－無歯科医地区等調査 調査票 

【公 表】 「へき地保健医療対策検討会報告書」及び厚生労働省ＨＰ及びｅ－Ｓｔａｔ 

（調査年度３月予定） 

※ 

【調査票名】 １－無歯科医地区等調査 調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位） （属性）全国の無歯科医師地区及び無歯科医師

地区には該当しないが、無歯科医師地区に準じた歯科医療の確保が必要な地

区と各都道府県知事が判断し、厚生労働大臣に協議できる地区（以下「無歯

科医師地区に準じる地区」という。）を有する市町村。 （抽出枠）無歯科

医師地区及び無歯科医師地区に準じる地区を有する市町村 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４００ （配布）オンライン （取集）オンラ

イン （記入）自計 （把握時）調査年度の１０月末 （系統）厚生労働省

－都道府県－市町村 

【周期・期日】 （周期）５年間 （実施期日）調査年度の１０月下旬～１２月下旬 

【調査事項】 無歯科医地区名、メッシュコード、調査対象となる事情、法律提供状況 等 
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○届出統計調査の受理 

（１）新規 

【調査名】 消費生活に関する県民意識調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１０月２日 

【実施機関】 鳥取県生活環境部くらしの安心局消費生活センター 

【目 的】 本調査は、鳥取県消費者教育推進計画を策定するに当たり、消費生活に関す

る県民の意識やニーズを把握すること及び消費者被害の未然防止を目的とした

効果的な啓発・広報実施の検討資料とすることを目的する。 

【調査の構成】 １－消費生活に関する県民意識調査票 

※ 

【調査票名】 １－消費生活に関する県民意識調査票 

【調査対象】 （地域）鳥取県全域 （単位） （属性）平成２６年４月２日現在で２０

歳以上の県内在住者 （抽出枠）市町村別に層化二段無作為抽出により選挙

人名簿から選定する。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／５００，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２６年１１月１日現在 

（系統）鳥取県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２６年１０月３１日～１１月１８

日 

【調査事項】 １．消費生活相談窓口の認識、情報収集、２．消費者被害の状況、３．消

費者教育 
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【調査名】 ものづくり中小企業の立地戦略に関する調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１０月６日 

【実施機関】 東京都産業労働局商工部調整課 

【目 的】 本調査は、一都三県におけるものづくり中小企業の立地戦略の現状や課題を

整理すると共に、経営者がどのような展望をもっているかを把握し、今後の支援

事業立案の基礎資料として活用することを目的とする。 

【調査の構成】 １－ものづくり中小企業の立地戦略に関する調査票 

※ 

【調査票名】 １－ものづくり中小企業の立地戦略に関する調査票 

【調査対象】 （地域）一都三県（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県、ただし島しょを

除く） （単位） （属性）製造業（常用雇用者３００人以下又は資本金３

億円以下）およびサービス業（常用雇用者１００人以下又は資本金５千万円

以下）の事業所 （抽出枠）事業所母集団データベース平成２５年次フレー

ム 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，５００／３５，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２６年１１月１日現在 （系

統）東京都－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２６年１１月上旬～平成２６年１

１月下旬 

【調査事項】 １．企業概要、２．経営実態、３．立地戦略、４．公的支援機関の利用状

況  
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【調査名】 産前・産後ケアに関するアンケート調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１０月６日 

【実施機関】 鳥取県福祉保健部子育て王国推進局子育て応援課 

【目 的】 本調査は、産前・産後のケアニーズを把握し、より充実した産前・産後支援

施策を検討することを目的する。 

【調査の構成】 １－産前・産後ケアに関するアンケート調査票 

※ 

【調査票名】 １－産前・産後ケアに関するアンケート調査票 

【調査対象】 （地域）鳥取県全域 （単位） （属性）平成２５年８月１日から平成２

６年７月３１日に出生した子の母 （抽出枠）市町村別に層化無作為抽出に

より住民基本台帳から選定する。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／４，７００ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２６年１０月中旬～１１月１

０日のうち、報告者が調査票を記入した日 （系統）鳥取県－民間事業者－

報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２６年１０月中旬～１１月１０日 

【調査事項】 １．子育てに関する状況、２．産前・産後の支援に関する状況  
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【調査名】 女性活躍加速化アンケート調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１０月６日 

【実施機関】 鳥取県地域振興部男女共同参画推進課 

【目 的】 本調査は、県内企業における働く女性の環境整備の取組の課題や女性活躍に

関する意識を把握し、女性社員の出産、子育て、昇格、介護などのライフステー

ジに応じた支援策を検討することを目的する。 

【調査の構成】 １－女性活躍加速化アンケート調査（経営者アンケート）票 ２－女性

活躍加速化アンケート調査（女性社員アンケート）票 

※ 

【調査票名】 １－女性活躍加速化アンケート調査（経営者アンケート）票 

【調査対象】 （地域）鳥取県全域 （単位） （属性）鳥取県内に所在する従業員数５

人以上の規模の企業の経営者と女性社員 （抽出枠）産業大分類別、従業員

規模別、地域別に層化無作為抽出により民間事業者が保有する名簿から選定

する。 

【調査方法】 （選定） （客体数）１，０００／２６，０００ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）平成２６年１１月中旬～１２月５日（予定）

のうち、報告者が調査票に記入した日 （系統）鳥取県－民間事業者－報告

者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２６年１１月中旬～１２月５日 

【調査事項】 １．ポジティブ・アクションの取組の状況、２．育児休業に関する状況、

３．女性社員の管理職登用に関する状況 

※ 

【調査票名】 １－女性活躍加速化アンケート調査（女性社員アンケート）票 

【調査対象】 （地域）鳥取県全域 （単位） （属性）鳥取県内に所在する従業員数５

人以上の規模の企業の経営者と女性社員 （抽出枠）産業大分類別、従業員

規模別、地域別に層化無作為抽出により民間事業者が保有する名簿から選定

する。 

【調査方法】 （選定） （客体数）１，０００／２６，０００ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）平成２６年１１月中旬～１２月５日（予定）

のうち、報告者が調査票に記入した日 （系統）鳥取県－民間事業者－報告

者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２６年１１月中旬～１２月５日 

【調査事項】 １．育児休業中の環境の状況、２．マタニティハラスメントの状況  
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【調査名】 北九州市八幡西区黒崎地区における横断歩道橋利用状況調査（平成

２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１０月６日 

【実施機関】 北九州市建設局道路部道路計画課 

【目 的】 本調査は、熊手２号横断歩道橋の利用状況調査を行い、その必要性について

検討の資料とすることを目的とする。 

【調査の構成】 １－横断歩道橋利用状況調査票 

※ 

【調査票名】 １－横断歩道橋利用状況調査票 

【調査対象】 （地域）北九州市八幡東区黒崎一丁目、黒崎三丁目 （単位） （属性）

熊手２号横断歩道橋の利用者 （抽出枠）母集団情報：熊手２号横断歩道橋

の１日平均利用者数 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，３００／４，０００ （配布）調査

員 （取集）調査員 （記入）他計 （把握時）平成２６年１０月１６日～

平成２６年１１月１６日のうち３日間 （系統）北九州市－民間事業者－報

告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２６年１０月１６日～平成２６年

１１月１６日のうち３日間 

【調査事項】 １．歩行者の行き先、２．行き先の目的  
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【調査名】 ファッション産業における中小企業の海外展開に関する調査（平成

２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１０月７日 

【実施機関】 東京都産業労働局商工部調整課 

【目 的】 本調査は、ファッション産業における中小企業の海外展開の現状や課題を整

理すると共に経営者がどのような展望をもっているかを把握し、今後の支援事業

立案の基礎資料とすることを目的とする。 

【調査の構成】 １－ファッション産業における中小企業の海外展開に関する調査票 

※ 

【調査票名】 １－ファッション産業における中小企業の海外展開に関する調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）国内に事業所を有する中小企業基

本法の規定に基づいた中小企業のうち、製造業、卸売業、サービス業及び小

売業に属するもの （抽出枠）平成２４年経済センサス－活動調査（総務省） 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２，５００／１６０，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２６年１１月１日時点 （系

統）東京都－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２６年１１月中旬～平成２６年１

２月中旬 

【調査事項】 １．企業概要、２．海外展開の実施状況、３．海外展開の際に利用した行

政機関、公的機関、民間団体等による支援や優遇措置、４．行政機関、公的

機関、民間団体等に期待する支援策 等  
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【調査名】 伝統工芸品産業における中小企業の海外展開に関する調査（平成２

６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１０月７日 

【実施機関】 東京都産業労働局商工部調整課 

【目 的】 本調査は、伝統工芸品産業における中小企業の海外展開に向けた今後の支援

事業立案の基礎資料とすることを目的とする。 

【調査の構成】 １－伝統工芸品産業における中小企業の海外展開に関する調査票 （中

小企業用） ２－伝統工芸品産業における中小企業の海外展開に関する調

査票 （駐日外国公館用） 

※ 

【調査票名】 １－伝統工芸品産業における中小企業の海外展開に関する調査票 （中小

企業用） 

【調査対象】 （地域）東京都全域 （単位）企業 （属性）東京都指定の伝統工芸品産

地組合の組合員企業、または東京都指定の伝統工芸品を製造し都内に事業所

を有する中小企業基本法の規定に基づいた中小企業及び個人事業者のうち、

製造業、卸売業、サービス業及び小売業に属するもの （抽出枠）「伝統工

芸品産地組合の組合員企業名簿」又は「平成２４年経済センサス－活動調査

（総務省）」データから主な事業の内容及び取扱商品を考慮して発送先を選

定する。 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，５００／１５，０００ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２６年１１月１日時点 （系

統）東京都－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２６年１１月中旬～平成２６年１

２月中旬 

【調査事項】 １．企業概要、２．海外展開の実施状況、３．海外展開の際に利用した行

政機関、公的機関、民間団体等による支援や優遇措置、４．行政機関、公的

機関、民間団体等に期待する支援策 等 

※ 

【調査票名】 ２－伝統工芸品産業における中小企業の海外展開に関する調査票 （駐日

外国公館用） 

【調査対象】 （地域）東京都全域 （単位） （属性）駐日外国公館（アジア、北米、

欧州） （抽出枠）「外務省の駐日外国公館のホームページ」等の情報によ

り抽出する。 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）７０／７３ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成２６年１１月１日時点 （系統）東京都－民

間事業者－報告者 
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【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２６年１１月中旬～平成２６年１

２月中旬 

【調査事項】 １．東京の伝統工芸品の認知度、訴求度 等  
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【調査名】 若い世代の生活と意識に関するアンケート調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１０月７日 

【実施機関】 京都府健康福祉部少子化対策課 

【目 的】 本調査は、喫緊の課題である少子化問題について、抜本的・効果的な対策を

講じるためには、市区町村ごとやブロックごとの地域特性や少子化の要因を的確

に捉え、課題を明確にし、課題に即した対策を講じることが求められている。そ

こで、少子化要因を探る調査事業を府内市町村と共同で実施し、府及び市町村が

施策展開に資するための基礎資料とすることを目的とする。 

【調査の構成】 １－若い世代の生活と意識に関するアンケート調査票 

※ 

【調査票名】 １－若い世代の生活と意識に関するアンケート調査票 

【調査対象】 （地域）１．京都府全域、２．京都府の隣接府県 （単位） （属性）１．

京都府に在住する２０～４４歳の者、２．京都府の隣接府県に在住し京都府

内で就労している２０～４４歳の者 （抽出枠）１．京都府に在住する者：

市町村住民基本台帳から無作為抽出。（一部町村は全数）、２．京都府の隣接

府県に在住し京都府内で就労している者：経済団体等を通じて抽出 

【調査方法】 （選定）無作為抽出・有意抽出 （客体数）京都府 １３０００／８２０，

０００ 、京都府の隣接府県 ２００００／２８０，０００ （配布）郵送・

その他（直接配布） （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査票記入

日現在 （系統）京都府―民間事業者―報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）１０月中旬～１１月上旬 

【調査事項】 １．属性項目（性別、年齢、学歴、年収）、②２．京都に対する意識、３．

職業に関する項目、４．結婚に関する項目、５．家族に関する項目  
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【調査名】 児童虐待事例調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１０月１０日 

【実施機関】 奈良県健康福祉部こども・女性局こども家庭課 

【目 的】 本調査は、効果的な児童虐待対策を実施するために、児童虐待事例を調査す

ることにより、児童虐待の実態及び要因分析等を行うことえを目的する。 

【調査の構成】 １－児童虐待事例調票 

※ 

【調査票名】 １－児童虐待事例調票 

【調査対象】 （地域）奈良県全域 （単位） （属性）平成２４年度及び平成２５年度

に対応した児童虐待相談事例を持つ県こども家庭相談センター及び県内市

町村 （抽出枠）「奈良県における児童虐待対応事例リスト」から児童虐待

の重症度ごとに層化無作為抽出 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／５，８００ （配布）調査

員・郵送 （取集）調査員・郵送 （記入）併用 （把握時）平成２６年３

月３１日時点又は事例の相談終結の時点 （系統）奈良県－民間事業者－報

告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２６年１１月～平成２７年１月 

【調査事項】 １．基本情報 （虐待が行われた家庭の状況、周囲の環境）、２．虐待通

告の受付経路（虐待通告者、相談、虐待状況、虐待の重症度）、３．初期調

査（現認した機関、手段）、４．対応及びその後の状況、５，児童の意向、

６．対応後の事例の変化 等  

- 28 -



【調査名】 平成２６年度福岡市女性労働実態調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１０月１０日 

【実施機関】 福岡市市民局男女共同参画部男女共同参画課 

【目 的】 本調査は、女性がキャリアを中断することなく，継続して就業できる働き方

について女性のライフステージに応じたニーズや企業側の取り組みを促すため

の施策ニーズを把握することを目的とする。 

【調査の構成】 １－平成２６年度福岡市女性労働実態調査票 

※ 

【調査票名】 １－平成２６年度福岡市女性労働実態調査票 

【調査対象】 （地域）福岡市内全域 （単位） （属性）市内事業所及びその男女従業

員，パートタイム労働者 （抽出枠）調査委託業者が用意した事業のデータ

ベース 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１２０００ （事業所２０００，従業員８

０００（男性４０００／女性４０００），パートタイム労働者２０００） （配

布）郵送・その他（インタビュー調査） （取集）郵送・その他（インタビ

ュー調査） （記入）併用 （把握時）平成２６年１１月１日現在 （系統）

福岡市 － 民間事業者 － 報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２６年１１月中旬から平成２６年

１２月３１日まで 

【調査事項】 女性の労働実態に関するもの  
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【調査名】 Ｕ・Ｉターン意識調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１０月１４日 

【実施機関】 北九州市総務企画局政策部企画課 

【目 的】 本調査は、Ｕ・Ｉターンをした市民に考え等のアンケート調査を実施し、Ｕ・

Ｉターンへの意識を把握し、調査結果を今後の施策につなげる資料の一つとして

活用することを目的とする。 

【調査の構成】 １－Ｕターン意識調査票 ２－Ｉターン意識調査票 

※ 

【調査票名】 １－Ｕターン意識調査票 

【調査対象】 （地域）北九州市内全域 （単位） （属性）① １２歳～２３歳の間で

北九州市に５年以上住民登録をしていた人、② ２４歳～４５歳で関東（東

京、埼玉、神奈川、千葉）もしくは関西（京都、大阪、兵庫）に住民登録を

していた人、③ ①・②を満たす人で且つ、２４歳～４５歳で再び北九州市

に戻り、現在まで１年以上住民登録をしている人 （抽出枠）住民基本台帳

のうち属性に該当する対象者から無作為抽出 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４８７／４８７ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）平成２６年１１月中旬～１１月下旬 （系

統）市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２６年１１月中旬～１１月下旬 

【調査事項】 １．北九州市へ移住の移住時期、２．求職活動の有無、３．求職情報の入

手、４．移住に際しての住宅探しの有無、５．住宅情報の入手先、６．移住

先、７．移住者への支援制度の有無、８．北九州市の施策、９．今後の定住

意向、１０．家族の構成 等 

※ 

【調査票名】 ２－Ｉターン意識調査票 

【調査対象】 （地域）北九州市内全域 （単位） （属性）２４歳～４５歳の間で、関

東（東京、埼玉、神奈川、千葉）もしくは   関西（京都、大阪、兵庫）

から北九州市へ住民登録をした人で且つ、現在まで１年以上北九州市に住民

登録をしている人 （抽出枠）住民基本台帳のうち属性に該当する対象者か

ら無作為抽出 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５００／２５，０００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２６年１１月中旬～１１月下旬 （系

統）市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２６年１１月中旬～１１月下旬 

【調査事項】 １．北九州市へ移住の移住時期、２．求職活動の有無、３．求職情報の入

手、４．移住に際しての住宅探しの有無、５．住宅情報の入手先、６．移住
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先、７．移住者への支援制度の有無、８．北九州市の施策、９．今後の定住

意向、１０．家族の構成 等  
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【調査名】 北九州市内の風力発電関連機器製造拠点を持つ企業へのアンケート

調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１０月１４日 

【実施機関】 北九州市港湾空港局港営部立地促進課 

【目 的】 本調査は、北九州市内で風力発電関連機器製造拠点を持つ企業（企業リスト

により抽出）へアンケートを実施し、該当産業部門の従業員数、売上高を調査、

それに基づき、風力発電産業の集積による経済波及効果を算定することを目的と

する。 

【調査の構成】 １－北九州市内の風力発電関連機器製造拠点を持つ企業へのアンケート

調査票 

※ 

【調査票名】 １－北九州市内の風力発電関連機器製造拠点を持つ企業へのアンケート調

査票 

【調査対象】 （地域）北九州市内全域 （単位）企業 （属性）北九州市内の抽出条件

に該当する企業 （抽出枠）平成２５年次フレーム日本標準分類細分類にお

いて該当する産業部門から抽出する。 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査票記入日現在 （系統）北九州市－委託業者

－該当事業所 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２６年１１月２５日～１２月２５

日 

【調査事項】 風力発電関連機器の名称 等  
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【調査名】 東田地区歩行者横断に関するアンケート（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１０月１７日 

【実施機関】 北九州市建設局道路部道路計画課 

【目 的】 本調査は、北九州市八幡東区東田・中央地区間の横断者（歩行者）の属性、

移動の方向・目的、横断施設に関する意識調査等を行い、新規に歩行者横断施設

を設置した場合の交通量を予測するための要素の一つとすることを目的とする。 

【調査の構成】 １－東田地区歩行者横断に関するアンケート票 

※ 

【調査票名】 １－東田地区歩行者横断に関するアンケート票 

【調査対象】 （地域）北九州市八幡東区東田二丁目、中央二丁目、春の町５丁目 （単

位） （属性）交差点２箇所（春の町５丁目、戸畑バイパス下交差点）の横

断者（歩行者） （抽出枠）平成２０年、２４年歩行者交通量調査の実績 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０００／１６００（春の町５丁目交

差点４５０ 戸畑バイパス５５０） （配布）調査員 （取集）調査員 （記

入）他計 （把握時）平成２６年１１月１６日（日）～３０日（日）（内３

日間程度） （系統）北九州市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２６年１１月１６日（日）～３０

日（日）（内３日間程度） 

【調査事項】 回答者の属性、歩行者横断施設の利用に関する意識調査、目的、横断施設

の利用頻度・問題点に関すること 等  
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【調査名】 消費者行政に関する県民意識調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１０月２０日 

【実施機関】 佐賀県くらし環境本部くらしの安全安心課 

【目 的】 本調査は、県民の消費者行政に係る意識や実態把握を行い、県民の要望や地

域の実情に応じた効果的な施策を推進し、また、今後の施策立案の参考とするこ

とを目的する。 

【調査の構成】 １－消費者行政に関する県民意識調査票 

※ 

【調査票名】 １－消費者行政に関する県民意識調査票 

【調査対象】 （地域）佐賀県全域 （単位） （属性）県内に居住する有権者 （抽出

枠）選挙人名簿抄本の情報を用い、市町ごとに無作為抽出により選出する。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／６８０，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２６年１２月１日 （系

統）佐賀県 ― 民間事業者 ― 報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２６年１２月１日～平成２６年１

２月１２日 

【調査事項】 １．消費者問題への関心度について、２．商品やサービスを購入（利用）

する際の意識について、３．商品やサービスに関する消費者トラブルについ

て、４．消費者問題に関する情報について、５．消費者教育について、６．

消費者問題に対する行政の取組みについて、７．回答者の性別、年齢層、居

住地等について  

- 34 -



【調査名】 栃木県訪県外国人動向調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１０月２１日 

【実施機関】 栃木県産業労働観光部観光交流課 

【目 的】 本調査は、本県を訪れる外国人旅行者の動向を把握し、今後の本県における

観光振興計画を検討するための基礎資料とすることを目的とする。 

【調査の構成】 １－栃木県訪県外国人動向調査票 

※ 

【調査票名】 １－栃木県訪県外国人動向調査票 

【調査対象】 （地域）栃木県内において外国人旅行者が多く訪れる観光施設、鉄道駅、

宿泊施設等 （単位） （属性）調査対象地域に訪れる外国人旅行者 （抽

出枠）韓国、中国（本土）、台湾、欧米、アジア諸国 それぞれについて、

５０以上とし、報告数３００人に達するまで選定を行う。 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３００ （配布）調査員 （取集）調査員 

（記入）他計 （把握時）調査日時点 （系統）栃木県－民間事業者－調査

回答者 

【周期・期日】 （周期）２回 （実施期日）平成２６年１１月１日～２日、平成２７年

１月２４日～２５日（予定） 

【調査事項】 国籍、利用する空港、国内・県内での滞在期間及び主な訪問地、訪日に係

る情報源、本県の満足度 等  
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【調査名】 県内中小企業等における女性の活躍実態調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１０月２１日 

【実施機関】 千葉県総合企画部男女共同参画課 

【目 的】 本調査は、県内の中小企業等における女性の活躍の実態を把握することによ

り、企業等における女性の活躍支援に向けた取組を促進するための基礎資料を得

ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－県内中小企業等における女性の活躍実態調査票 

※ 

【調査票名】 １－県内中小企業等における女性の活躍実態調査票 

【調査対象】 （地域）千葉県全域 （単位） （属性）従業者数が１０人以上３００人

以下の事業所 （抽出枠）平成２４年経済センサス活動調査の事業者名簿よ

り従業者規模別に無作為抽出する。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，０００／２００，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２６年１１月１日現在 

（系統）千葉県 － 民間事業者 －報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２６年１１月下旬～１２月下旬 

【調査事項】 １．企業の概要について、２．育児支援に関する取組について、３．女性

の活躍推進に向けた取組について  
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【調査名】 大阪湾ベイエリア製造事業所実態調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１０月２７日 

【実施機関】 兵庫県産業労働部政策労働局産業政策課 

【目 的】 本調査は、阪神地域を含む大阪湾ベイエリアの地域基幹産業、基盤技術型産

業等の現況を明らかにするとともに、産業・企業間の連携の実態、ものづくり産

業のクラスターの構造・特徴を把握し、今後の県内産業振興施策などを考慮する

ための基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－大阪湾ベイエリア製造事業所実態調査票 

※ 

【調査票名】 １－大阪湾ベイエリア製造事業所実態調査票 

【調査対象】 （地域）尼崎市、西宮市、伊丹市、芦屋市、大阪市西淀川区、大阪市此花

区、大阪市港区、大阪市大正区、大阪市住之江区 （単位）事業所 （属性）

日本標準産業分類に掲げる大分類「製造業」に属し、従業者数が４人以上の

事業所 （抽出枠）事業所母集団データベース（平成２５年次フレーム） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，８３０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２６年１１月１日現在（一部の項目については、

平成２５年度１年間の実績） （系統）配布：兵庫県－報告者   回収：

報告者－民間事業者－兵庫県 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２６年１１月２１日～１２月４日 

【調査事項】 １．事業所の概要、２．事業所の業況について、３．事業所の取引先につ

いて、４．事業所の外注先について、５．事業所での新技術・新製品の研究

開発等について、６．事業所での業界、異業種、地域等との交流について  
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【調査名】 産業労働計画策定基礎調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１０月２９日 

【実施機関】 愛知県産業労働部産業労働政策課広報・企画調整グループ 

【目 的】 本調査は、平成２６年度末に策定予定である産業労働計画に必要な基礎デー

タを収集することを目的とする。 

【調査の構成】 １－産業労働計画策定基礎調査票 

※ 

【調査票名】 １－産業労働計画策定基礎調査票 

【調査対象】 （地域）愛知県内全域 （単位）企業 （属性）愛知県内に本社を有する

企業 （抽出枠）民間調査会社のデータベースから、愛知県内に本社を有す

る企業を母集団とし、業種別・規模別に標本抽出枠を設定し、枠ごとに抽出

数を決定する。枠ごとの抽出は無作為抽出により行う。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／７６，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２６年１１月２５日（火） 

（系統）愛知県産業労働部－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２６年１２月１日（月） 回収：

平成２６年１２月１９日（金） 

【調査事項】 １．事業概要、２．業況、事業展開、３．知的財産、４．海外展開、５．

人材育成、確保、６．大規模イベント・プロジェクト、７．愛知県地域の魅

力  
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【調査名】 消費者教育に関する教育機関への実態調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１０月３０日 

【実施機関】 鳥取県生活環境部くらしの安心局消費生活センター 

【目 的】 本調査は、鳥取県消費者教育推進計画を策定するに当たり、県内教育機関に

おける消費者教育の実態を把握するとともに、消費者教育に係る意識・ニーズ及

び消費者教育推進のための要望等を調査し、計画検討のための基礎資料とするこ

とを目的する。 

【調査の構成】 １－消費者教育に関する教育機関への実態調査票 

※ 

【調査票名】 １－消費者教育に関する教育機関への実態調査票 

【調査対象】 （地域）鳥取県内全域 （単位） （属性）県内に所在する幼稚園、小学

校、中学校、高等学校、特別支援学校 （抽出枠）＂【国公立幼稚園】：鳥

取県福祉保健部子育て王国推進局子育て応援課ＨＰ「県内の国公立幼稚園」 

【私立幼稚園】：鳥取県地域振興部教育・学術振興課ＨＰ「幼稚園名簿」 

【幼稚園を除く機関】：鳥取県教育委員会事務局教育総務課ＨＰ「県内学校一覧」＂ 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２７４  （幼稚園（３６）、小学校（１３２）、

中学校（６３）、高等学校（３２）、特別支援学校（１１）） （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２６年１１月１７日～１２月

１日 （系統）鳥取県－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２６年１１月１７日～１２月１日 

【調査事項】 消費者教育の実施状況  
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【調査名】 鳥取県に関するイメージ調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１０月３０日 

【実施機関】 鳥取県未来づくり推進局広報課 

【目 的】 本調査は、県外における鳥取県のイメージ等を把握し、県外への情報発信の

ために必要な基礎資料を得ることを目的する。 

【調査の構成】 １－鳥取県に関するイメージ調査票 

※ 

【調査票名】 １－鳥取県に関するイメージ調査票 

【調査対象】 （地域）首都圏（東京都・神奈川県・埼玉県・千葉県）、関西圏（大阪府・

兵庫県・京都府）、中京圏（愛知県）、中国・四国圏（広島県・岡山県・愛媛

県・香川県・徳島県）、九州圏（福岡県）に居住する者 （単位） （属性）

実査を委託する民間事業者のインターネットモニターに登録している１０

代から６０代以上の男女 （抽出枠）実査を委託する民間事業者のインター

ネットモニターに登録している者で、１０代から６０代以上の年代別・性別

ごとに均等に、首都圏１都３県については各６００人ずつ、首都圏を除く２

府８県については各３００人ずつ、合計５４００人を回答順に選定する。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，４００／１，５００，０００ （配

布）オンライン （取集）オンライン （記入）自計 （把握時）毎年１２

月中旬～下旬のうち、報告者が調査票に入力した日 （系統）鳥取県－民間

事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）毎年１２月中旬～下旬 

【調査事項】 １．鳥取県来訪の有無、２．家族・親戚・友人で鳥取県在住者の有無、３．

鳥取県の話題に関する事項、４．鳥取県が主な産地である食材の食経験の有

無、５．鳥取県の観光地等の来訪の有無、６．鳥取県に関する情報の取得源、

７．全国障がい者芸術・文化祭とっとり大会に関する事項  
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（２）変更 

【調査名】 青森県ひとり親世帯等実態調査（平成２６年届出 ２回目） 

【受理年月日】 平成２６年１０月６日 

【実施機関】 青森県健康福祉部こどもみらい課 

【目 的】 本調査は、青森県内における母子世帯、父子世帯、養育者世帯及び寡婦（以

下「ひとり親世帯等」という。）の生活実態及び福祉需要を把握し、その福祉を

推進するための基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－青森県ひとり親世帯等実態調査票 

【備 考】 今回は、報告を求める者を変更したことによるものである。 

※ 

【調査票名】 １－青森県ひとり親世帯等実態調査票 

【調査対象】 （地域）青森県全域 （単位）世帯 （属性）母子世帯、父子世帯、養育

者世帯及び寡婦 （抽出枠）県内在住の者について、世帯構成を住民基本台

帳等で確認の上、無作為に抽出した結果をもとに実施する。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，０００／２３，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）１１月１日 （系統）青森県

－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２６年１１月１日～１１月３０日 

【調査事項】 １．世帯、調査対象者の状況、２．就業の状況、３．生活全般、４．子ど

もの状況、５．福祉制度の利用状況  
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【調査名】 産業廃棄物経年変化実態調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１０月６日 

【実施機関】 東京都環境局廃棄物対策部資源循環推進課 

【目 的】 本調査は、毎年度都内産業廃棄物（特別管理産業廃棄物を含む。）の排出量、

処理量等を調査・推計することにより、処理状況を把握し、東京都の産業廃棄物

施策を検討する基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－産業廃棄物経年変化実態調査票 ２－産業廃棄物実態調査票 

【備 考】 今回は、５年に１度産業廃棄物実態調査を実施するため調査名称等を追記し

た変更である。 

※ 

【調査票名】 １－産業廃棄物経年変化実態調査（産業廃棄物経年変化実態調査票） 

【調査対象】 （地域）東京都内全域（島しょを除く） （単位）事業所 （属性）１．

建設業に属する事業所のうち「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」第１２

条第１０項の規定に基づき「産業廃棄物処理計画実施状況報告書」及び同法

律第１２条の２第１１項の規定に基づき「特別管理産業廃棄物処理計画実施

状況報告書」を東京都知事に提出した者、２．多量排出事業者及び多量排出

事業者を除く資本金規模別の上位約７００事業所、３．製造業に属する事業

所のうち、多量排出事業者及び多量排出事業者を除く従業者規模別の上位約

１０００事業所、４．医療、福祉業に属する事業所のうち、多量排出事業者

及び多量排出事業者を除く従業者規模別の上位約２００事業所、５．建設業、

製造業、医療、福祉業以外の多量排出事業者１００事業所 （抽出枠）多量

排出事業者は全数、前項の属性に該当する事業所においては、最新の事業者

母集団データベースから無作為に抽出する。 

【調査方法】 （選定）全数・無作為抽出 （客体数）２，５００／６，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）調査実施年度

の前年度３月３１日現在（一部の項目については、調査実施年度の前年度１

年間の実績） （系統）東京都－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１年（産業廃棄物実態調査を実施する年は実施しない。） （実

施期日）毎年１０月下旬～１１月 

【調査事項】 １．回答者の資本金、２．従業員数、３．産業廃棄物の発生量、４．処理

方法、５．最終処分方法等 

※ 

【調査票名】 ２－産業廃棄物経年変化実態調査（産業廃棄物実態調査票） 

【調査対象】 （地域）東京都内全域（島しょを除く） （単位）事業所 （属性）１．

建設業に属する事業所のうち、多量排出事業者及び多量排出事業者除く資本

金規模別の上位約３７００事業所、２．製造業に属する事業所のうち、多量
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排出事業者及び多量排出事業者を除く従業者規模別上位約９０００事業所、

３．医療、福祉業に属する事業所のうち、多量排出事業者及び多量排出事業

者を除く従多量排出事業者及び多量排出事業者を除く従業者規模別上位約

１４００事業所、４．建設業、製造業、医療、福祉業以外の多量排出事業者

及び多量排出事業者を除く従業者規模別上位約５３００事業所、５．建設業、

製造業、医療、福祉業以外の多量排出事業者約６００事業所 （抽出枠）多

量排出事業者は全数、前項の属性に該当する事業所においては、最新の事業

者母集団データベースから無作為に抽出する。 

【調査方法】 （選定）全数・無作為抽出 （客体数）２０，０００／４０，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）調査実施

年度の前年度３月３１日現在（一部の項目については、調査実施年度の前年

度１年間の実績） （系統）東京都－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）毎年１０月下旬～１１月 

【調査事項】 １．回答者の資本金、２．従業員数、３．産業廃棄物の発生量、４．処理

方法、５．最終処分方法等  
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【調査名】 大気汚染物質排出量総合調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１０月１４日 

【実施機関】 広島市環境局環境保全課 

【目 的】 本調査は、大気汚染防止法に規定する「ばい煙発生施設」から排出される硫

黄酸化物、窒素酸化物及びばいじんの排出状況等について、ばい煙発生施設を設

置する工場・事業場を対象とするアンケート調査により把握し、今後の大気環境

行政の推進を図るための基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－平成２６年度大気汚染物質排出量総合調査票 

【備 考】 今回は、調査周期を３年／２回から毎年実施に変更したことによるものであ

る。 

※ 

【調査票名】 １－平成２６年度大気汚染物質排出量総合調査票 

【調査対象】 （地域）広島市全域 （単位）工場・事業所 （属性）大気汚染防止法第

２条第２項に規定するばい煙発生施設を設置している工場・事業場 （抽出

枠）広島市大気（法ばい煙）届出システム事業場台帳 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成２５年度（平成２５年４月１日から平成２６年３月３

１日） （系統）広島市－民間委託業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）毎年 （実施期日）平成２６年１０月３１日 

【調査事項】 １．工場・事業所の名称、所在地、２．対象ばい煙発生施設の名称、最大

排出ガス量、煙突、ばい煙処理施設、３．対象ばい煙発生状況の稼働状況、

稼動実績、ばい煙排出量、燃原料使用量 等  

- 44 -



【調査名】 県民の運動・スポーツに関する意識・実態調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１０月１７日 

【実施機関】 鳥取県文化観光スポーツ局スポーツ課 

【目 的】 本調査は、県民の運動・スポーツに関する活動の実態や意識・要望を調査し、

運動・スポーツに関する県民の実状を総合的に把握し、今後の本県生涯スポーツ

の推進施策の基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－平成２６年度県民の運動・スポーツに関する意識・実態調査 調査

票 

【備 考】 今回の変更は、調査対象の範囲、報告を求める者、報告を求める事項及びそ

の基準となる期日又は期間、報告を求めるために用いる方法及び報告を求

める期間である。 

※ 

【調査票名】 １－平成２６年度県民の運動・スポーツに関する意識・実態調査 調査票 

【調査対象】 （地域）鳥取県内全域 （単位）個人 （属性）平成２６年４月１日現在

で成人の男女 （抽出枠）県内市町村別に層化無作為抽出により住民基本台

帳から選定する。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，５００／４６９，４１９ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２６年１０月３１日～

１１月２１日 （系統）鳥取県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）おおむね５年 （実施期日）平成２６年１０月３０日～１１月

２１日 

【調査事項】 １．健康、運動・スポーツに対する意識、２．運動・スポーツの活動状況、

３．今後の運動・スポーツへの意識・要望  
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【調査名】 県民栄養調査（身体状況調査、栄養摂取状況調査、生活習慣調査）

（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１０月２１日 

【実施機関】 山梨県福祉保健部健康増進課 

【目 的】 本調査は、県民の健康状態及び栄養素等摂取状況を的確に把握し、県民の健

康、食生活改善対策、食育等の施策を推進する基礎資料を得るために実施するこ

とを目的とする。 

【調査の構成】 １－身体状況調査票 ２－栄養摂取状況調査票 ３－生活習慣調査票 

４－子どもの食生活状況調査票 

【備 考】 今回の変更は、５年ごとの調査見直しによる変更である。 

※ 

【調査票名】 １－身体状況調査票 

【調査対象】 （地域）山梨県全域 （単位） （属性）世帯及び１歳以上の世帯員 （抽

出枠）平成２５年国民生活基礎調査において設定された調査地区から層化無

作為抽出した１６地区及び平成２６年国民健康・栄養調査地区２地区内の世

帯及び当該世帯の１歳以上の世帯員とする。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４５０世帯（１１７０） （配布）調査

員 （取集）調査員 （記入）他計 （把握時）１０月２０日～１２月５日

の間に、調査地区の実状を考慮して、最も高い協力率をあげうる日時を選定

して行う。 （系統）山梨県福祉保健部健康増進課－保健所－調査員－報告

者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）１０月２０日～１２月５日 提出期限：平

成２６年１２月２４日（水） 

【調査事項】 １．身長・体重（満１歳以上）、２．腹囲（満６歳以上）、３．血圧（満２

０歳以上）、４．血液検査（２０項目）（満２０歳以上）（一部地域のみ）、５．

１日の運動量（歩行数）（満２０歳以上）、６．問診（服薬状況、運動）（満

２０歳以上） 

※ 

【調査票名】 ２－栄養摂取状況調査票 

【調査対象】 （地域）山梨県全域 （単位） （属性）世帯及び１歳以上の世帯員 （抽

出枠）平成２５年国民生活基礎調査において設定された調査地区から層化無

作為抽出した１６地区及び平成２６年国民健康・栄養調査地区２地区内の世

帯及び当該世帯の１歳以上の世帯員とする。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４５０世帯（１１７０） （配布）調査

員 （取集）調査員 （記入）他計 （把握時）１０月２０日～１２月５日

の１日を任意に定めて行う（日曜日及び祝日は除く）。 （系統）山梨県福
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祉保健部健康増進課－保健所－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）１０月２０日～１２月５日 提出期限：平

成２６年１２月２４日（水） 

【調査事項】 １．世帯状況：世帯番号、氏名、性別、生年月日、妊婦（週数）・授乳婦

別、仕事の種類、日常生活活動強度 ２．食事状況：朝・昼・夕別、家庭食、

外食、欠食の区別 ３．食物摂取状況：料理名、食品名、使用量、廃棄量、

世帯員毎の案分比率 

※ 

【調査票名】 ３－生活習慣調査票 

【調査対象】 （地域）山梨県全域 （単位） （属性）世帯及び１歳以上の世帯員 （抽

出枠）平成２５年国民生活基礎調査において設定された調査地区から層化無

作為抽出した１６地区及び平成２６年国民健康・栄養調査地区２地区内の世

帯及び当該世帯の１歳以上の世帯員とする。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４５０世帯（１１７０） （配布）調査

員 （取集）調査員 （記入）他計 （把握時）１０月２０日～１２月５日

の１日を任意に定めて行う（日曜日及び祝日は除く）。 （系統）山梨県福

祉保健部健康増進課－保健所－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）１０月２０日～１２月５日 提出期限：平

成２６年１２月２４日（水） 

【調査事項】 食生活、運動、睡眠、飲酒、喫煙、歯の健康等に関する生活習慣全般 

※ 

【調査票名】 ４－子どもの食生活状況調査票 

【調査対象】 （地域）山梨県全域 （単位） （属性）３歳以上１８歳以下の子ども （抽

出枠）子どもの食生活状況調査については、調査実施市町村内の保育所、小

中学校及び高等学校から無作為抽出した施設の３歳以上１８歳以下を対象

とする。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，０００／１２３，１６６    ３

歳以上１８歳以下（Ｈ２６．４．１現在） （配布）その他（職員） （取

集）その他（職員） （記入）併用 （把握時）調査年１１月中 （系統）

山梨県福祉保健部健康増進課－保健所－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）調査年１１月中 提出期限：平成２６年１

２月２４日（水）・平成２６年１２月１０日（水）高等学校 

【調査事項】 子どもの食事の摂取状況、食事に対する意識、生活習慣、食事環境等全般  
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【調査名】 中小企業景況調査 （平成２６年届出 ２回目） 

【受理年月日】 平成２６年１０月２２日 

【実施機関】 愛知県産業労働部産業労働政策課 

【目 的】 本調査は、県内中小企業の産業活動の動向に関する基礎的な事項について把

握し、地域経済に関する施策の企画・立案及び効果的な推進を図ることを目的と

する。 

【調査の構成】 １－中小企業景況調査票 

【備 考】 今回の変更は、報告を求める者、報告を求める事項及びその基準となる期日

又は期間である。 

※ 

【調査票名】 １－中小企業景況調査票 

【調査対象】 （地域）愛知県内全域 （単位）事業所及び企業 （属性）製造業、卸・

小売業、建設業、サービス業を営む中小企業 （抽出枠）事業所母集団デー

タベースの平成２５年次フレームを用いて、以下の基準に該当する愛知県に

本社を置く企業から無作為抽出、１－製造業・建設業（資本金３億円以下又

は従業員３００人以下）、２－卸売業（資本金１億円以下又従業員３００人

以下）、３－小売業（資本金５千万円以下又は従業員５０人以下）、４－サー

ビス業（資本金５千万円以下又は従業員１００人以下） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／８２，０００ （配布）郵

送・その他（ＦＡＸ） （取集）郵送・その他（ＦＡＸ） （記入）自計 （把

握時）毎年４～６月期、７～９月期、１０～１２月期、１～３月期 （系統）

愛知県ー報告者 

【周期・期日】 （周期）毎年四半期 （実施期日）①毎年４～６月期（実施開始日であ

る６月１日に到達するよう５月末日の３日前頃）、②７～９月期（実施開

始日である９月１日に到達するよう８月末日の３日前頃）、③１０～１２

月（実施開始日である１２月１日に到達するよう１１月末日の３日前頃

期）、④１～３月期（実施開始日である３月１日に到達するよう２月末日

の３日前頃） 

【調査事項】 １－業種、従業員数、当期の経営実績、採算、設備投資、雇用人員、金融

機関の貸出態度及び経営上の問題点、行政が今後強化すべき支援策、来期の

見通し、採算及び設備投資の計画、２－四半期ごとに変更する事項 ①大学

等新卒者の採用動向（毎年１－３月期）、②クラウドファンディング（平成

２６年１０－１２月期）  
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【調査名】 都内外資系企業基礎調査（平成２６年届出 ２回目） 

【受理年月日】 平成２６年１０月２８日 

【実施機関】 東京都政策企画局調整部渉外課 

【目 的】 本調査は、都内に事業所を持つ外資系企業の動向や日本もしくは東京へ進出

する際のニーズ、阻害要因等を詳細に把握し、外資系企業誘致施策の推進のため

の基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－都内外資系企業基礎調査 調査票 

【備 考】 今回の変更は、報告を求める者、報告を求める事項及びその基準となる期日

又は期間である。 

※ 

【調査票名】 １－都内外資系企業基礎調査 調査票 

【調査対象】 （地域）東京都全域 （単位）企業 （属性）外資比率２０％以上で都内

に事業所を持つ外資系企業 （抽出枠）民間事業者が所有する企業のリスト 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）毎年３月３１日現在 （系統）東京都－民間事業者－

報告者 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）毎年１１月中旬～１２月中旬 

【調査事項】 １．回答者の属性（企業概要）、２．操業状況・事業展開、３．雇用状況、

４．業務統括拠点・研究開発拠点の有無 
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